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川澄化学工業株式会社

東京都品川区南大井三丁目２８番１５号

経理部長

五十川　隆弘 03-3763-1155        

平成 年 月期 中間決算短信

上場会社名

コード番号

本社所在地

問合せ先 責任者役職名

氏        名 ＴＥＬ 
中間決算取締役会開催日

年 月中間期の業績 ( 平成

平成 年

14,180 △5.0

14,930 9.6

672 △19.4

833 4.2

665 △36.3

1,044 10.8

363 20.5

302 △38.1

19,375,298

18,526,562

26,817

25,475

19,767

17,322
73.7

68.0

87

(1)経営成績

1 . )

11年9月中間期

10年9月中間期

売上高 (対前年中間期増減率)

百万円 ％

( )

( )

営業利益

百万円 ％

( )

( )

経常利益

百万円 ％

( )

( )

11年9月中間期
10年9月中間期

中間(当期)純利益

百万円 ％

( )

( )

1株当たり
中間(当期)純利益

1.期中平均株式数
株

株

(3)財政状態

11年9月中間期

10年9月中間期

総  資  産

百万円

株主資本

百万円

株主資本比率

％

1株当たり株主資本

2.中間期末の有価証券の評価損益 百万円

2.会計処理の方法の変更

売  上  高

年 月期の業績予想2 .

(参考)1株当たり予想当期純利益 円 銭

1 2 3

11 9

12 3

月 日11 11 25

平成 年 月 日11 11 24

年 月11 4 1 日～平成 年 月 日11 9 30

18 78

16 31

1,019 24

932 01

( ～ )平成 年 月 日11 4 1 平成 年 月 日12 3 31

30

有 無

中間配当支払開始日 平成 年 月 日11 12 10

中間配当制度の有無 有 無

11年9月中間期
10年9月中間期

　※11年9月中間期より税効果会計を適用しておりま
　　す。

(2)配当状況

11年9月中間期

10年9月中間期

1株当たり
中間配当金

7 50

7 50

(注)

特別配当

0 00

0 00

11年9月中間期配当金の内訳

19,393,918 株

株

03.中間期末のデリバティブ取引の評価損益 百万円

1株当たり年間配当金

期     末

0028,200
百万円

経常利益

2,020
百万円

50

当期純利益

1,150
百万円

18,586,021

28,819 1,443 2,33311年3月期

(対前年中間期増減率) (対前年中間期増減率)

(対前年中間期増減率)

1,39911年3月期 74 93

会計処理基準

中間財務諸表作成基準

中間財務諸表作成基準

(注)

18,671,622 株11年3月期

円 銭15 00

1株当たり
年間配当金

11年3月期

記念配当

26,682 19,313 72.411年3月期 996 88

1.期末発行済株式数

11年9月中間期

10年9月中間期

(注)

11年3月期 株19,373,636

12年3月期

上場取引所 東 大 名 1部 2部 外国部 京 広 福 新 札

59

円 銭

円 銭 円 銭

円 銭

円 銭 円 銭
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＜添 付 資 料＞

１．経　営　方　針

（１）経営の基本方針

当社は、医療を通じて全人類の健康と社会貢献を果たすことを基本とし、徹底した倫理観のもと、医

療の一翼を担う誇りと責任を全うするとともに、更なる技術の研鑚をもって新医療分野への開発を目指

し、企業の飛躍と前進を図り、堅実かつバランスある企業体質を確立する所存であります。

（２）利益配分に関する基本方針

利益配分につきましては、株主の皆様への安定配当の継続を基本に、将来の経営基盤の確保に備

える内部留保の充実などをバランスよく総合的に勘案することを一貫した方針としております。すなわち、

今後国内外の医療行政や市場環境の著しい変化が予想されるなかで、市場のニーズに合致し、市場

競争に打ち勝つ新製品の開発や生産設備の増強などへの有効投資によって確固たる収益の向上を

図り、株主の皆様への利益還元に寄与してまいりたいと考えております。

（３）中長期的な経営戦略

国際的な医療保険制度の改革や医療そのもののあり方が厳しく問われる時代を迎えて、当社は２１

世紀に向けた中長期経営計画「Human Happiness 21 」を策定し、今後の安定成長を目指し、高度

な先端領域の循環器内科や心臓外科分野などに取り組むとともに、得意とする血液分野の医療器開

発の強みを生かした事業の選択と集中を図ってまいります。

また、採算性を重視した事業戦略に重点を置き、成長性や収益性の高い事業への積極投資、不採算

部門の見極め・再編などの構造改革を進め、抜本的な経営体質の改善に注力してまいります。目標と

する具体的な指標としては、連結ベースの株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上に重点を置き、１０％を目指

す所存であります。

（４）対処すべき課題

当社は上記の経営戦略を確実に実行に移すべく、先端医療領域の開発において、先行する米国企

業などとの激しい技術競争に勝ち抜く差別化した製品の早期上市を目指すとともに、高付加価値製品

の開拓に向けてグローバルな事業提携や投資活動を積極的に進めてまいります。また、グループ企業

を含めた世界規模での最適な生産・販売体制を構築し、世界的視野に立った開発・生産・営業三位一

体の事業を推進して国際的な市場競争力を強めてまいります。また、環境保全を重視した素材の実用

化や原材料を低減するコンパクトな製品開発を手掛け、２１世紀のニーズに応えてまいりたいと存じます。
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２．経　営　成　績

（１）当中間期の概況

当中間期の世界経済は、米国景気が好調さを持続し、ＥＵやアジア諸国においても回復基調が見受

けられたものの、わが国経済は依然として内需の不振などにより足踏み状態を続けてまいりました。

当医薬品・医療器業界においては、昨年度までの度重なる薬価改定をはじめとする医療費抑制策や

大幅な円高の影響により、国内外の品質・価格・開発競争の激化が一段と深刻になってまいりました。

当社はこのような状況のもと、国内においては販売価格が下落しながらも拡販努力によって対処いた

しましたが、海外においては急激な円高の進行や激しい低価格化競争によって、人工臓器、体外循環

用血液回路や血液バッグが伸び悩むなどの厳しい影響を受けるなか、採算性重視の生産・販売活動

に努めてまいりました。また、国内では新製品のカテーテルを上市する一方、海外では生産子会社の第

２生産拠点が完成し増産・移管などの再編・合理化を進めるとともに、販売子会社の販売体制の強化に

傾注し、グローバル経営の促進と今後の事業基盤の構築を図ってまいりました。更に、環境対策につい

ては、生産部門の産業廃棄物を他の材料やエネルギー資源へのリサイクル活用に一層努めるとともに、

産廃物の削減努力を更に続け、生産性の向上とコスト改善にも徐々に効果を上げてまいりました。

この結果、当中間期の売上高は１４１億８０百万円(前年同期比５.０％減)、経常利益は６億６５百万円

（前年同期比３６.３％減）となり、中間純利益は税効果会計の導入などにより３億６３百万円（前年同期

比２０.５％増）となりました。なお、中間配当金については、前期の中間配当金および前期末の利益配

当金と同様１株につき７円５０銭とさせていただきました。

（２）通期の見通し

今後の経済見通しについては、アジア景気の回復期待はあるものの、欧米景気の先行きとわが国の

自律的な景気回復には不透明感がぬぐい去れないものと思われます。

当医薬品・医療器業界においては、市場価格の下落やユーザーニーズの変化が一層顕著となり、企

業のグローバル化の進展にともない世界的な企業再編やメガコンペティションが進み、当社を取り巻く

経営環境はますます厳しさが増大するものと予想されます。

このようななかで、当社は市場のニーズを的確に捉えた新分野の製品・事業の開発を重点的に強化

し、高付加価値製品の展開に傾注して収益力を向上してまいります。また、グループ企業間においては、

海外生産拠点の優れた生産力と品質実績を生かして増産体制や高機能製品へのシフト、コストダウン

を早期に確立し、海外販売子会社の育成強化とともに海外市場での競争力を高めてまいります。

以上の経営努力によって業績の向上を図ってまいりますが、市場価格の低下や円高の影響により、

通期の業績見通しは、売上高は２８２億円(前年同期比２.１％減)、経常利益は２０億２０百万円（前年同

期比１３.４％減）、当期純利益は１１億５０百万円（前年同期比１７.８％減）を見込んでおります。なお、当

期末の利益配当金については、中間配当金と同じく１株につき７円５０銭とし、当期の年間配当金を１５

円とする予定であります。
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３．コンピュータ西暦２０００年問題への対応状況等

（１）対応状況等

　　①取り組み方針

　　　　当社は、西暦２０００年問題を、事業の維持継続性および顧客対応の面から経営上の重要課

題として捉え、全社的に対応を進めております。

　　②取り組み体制

　　　　常務取締役を責任者とするＹ２Ｋプロジェクトチームを設置し、当社の全部門および子会社・主

な取引先における西暦２０００年問題を調査・検討し、その対応計画を作成するとともに、社内重

要会議において定期的に報告を行ない、経営陣が進捗状況を逐次把握する体制をとっており

ます。

   ③対応の進捗状況

　　　　社内における予防的な対応は子会社も含め、模擬テストや検証作業を経てすべて完了してお

ります。また、社外取引先に対しては各社の対応状況を確認するとともに、必要に応じて在庫積

み増し等を要請し了解を得るなど、連絡・調整を行なっております。

（２）対応のための支出金額等

      西暦２０００年問題への対応は、社内システムについては社内要員によるプログラム修正が主

体であり、その他の生産機器等については各製造メーカーの負担によるものが多いため、当問

題の対応に直接関連する支出は軽微であり、当社の業績に重大な影響を及ぼすことはないも

のと予想しております。

（３）危機管理計画等

　　　　　　医療器・医薬品メーカーである当社では、西暦２０００年問題の最悪事態を「製品出荷の出来

ない状態」と認識し、そのような事態を回避すべく万全の体制を敷き対応してまいりました。しかし

なお、万一の不測事態に備えるため、社内外連絡網整備はもとより原材料の供給遅延や予期せ

ぬ機器の誤動作・停止等が発生した場合の、復旧から出荷再開までに要する期間を想定した

不測事態対応策を策定しております。

更に、２０００年１月１日には全社の生産設備や社内基幹業務システムの動作確認を行なうと

ともに、緊急連絡窓口を設け万一の障害発生時の対応に備える予定であります。

（４）その他

　　　　　　西暦２０００年問題に関しては、各国における認識・対応レベルも一様ではなく、また社会イン

フラに起因する不測事態の発生等企業努力の限界を超える問題も含んでいるため、当社およ

び子会社に全く問題が生じないとは言えませんが、以上のように最善の努力を払っております。



(単位：百万円未満切捨て）

          期    別

        科   目 構成比 構成比 構成比

     ％      ％      ％

Ⅰ 流  動  資  産

現 金 預 金 ２，８３０ ４，３８２ ４，５８８

受 取 手 形 ３，０９６ ３，１５８ ３，２２５

売 掛 金 ４，４５４ ４，２１０ ４，０６９

棚 卸 資 産 ３，１７５ ３，１４８ ３，０７０

繰 延 税 金 資 産 - １０６ -

そ の 他 １，４３０ １，１６７ １，１８５

貸 倒 引 当 金 △ ３４７ △ ３９ △ ５０

１４，６４０ ５７．５ １６，１３４ ６０．２ １６，０９０ ６０．３

Ⅱ 固  定  資  産

建 物 １，２８７ ２，９１２ ３，０２１

機 械 装 置 １，８４６ １，８９７ ２，０３５

土 地 ５４８ ６５６ ６５５

そ の 他 ２，９１４ ８７７ ７８３

計 ６，５９７ ２５．９ ６，３４４ ２３．６ ６，４９６ ２４．３

９３ ０．３ ７２ ０．３ ８１ ０．３

投 資 有 価 証 券 ３，１７９ ３，１０９ ３，０４２

繰 延 税 金 資 産 - １８８ -

そ の 他 １，３３５ １，３４０ １，３４６

貸 倒 引 当 金 △ ７０ △ ７３ △ ７３

投資等評価引当金 △ ３００ △ ３００ △ ３００

計 ４，１４４ １６．３ ４，２６５ １５．９ ４，０１５ １５．１

１０，８３５ ４２．５ １０，６８２ ３９．８ １０，５９２ ３９．７

２５，４７５ １００．０ ２６，８１７ １００．０ ２６，６８２ １００．０

金     額

投 資 そ の 他の 資産

固 定 資 産 合 計

資      産      合      計

（ 資 産 の 部 ）

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

当中間会計期間末

（平成１０年９月３０日現在）

金     額

（２）比較中間貸借対照表

前事業年度末の

要約貸借対照表
前中間会計期間末

（平成１１年３月３１日現在）

金     額

（平成１１年９月３０日現在）

５



(単位：百万円未満切捨て）

          期    別

        科   目 構成比 構成比 構成比

     ％      ％      ％

Ⅰ 流  動  負  債

支 払 手 形 １，２５５ １，３６９ １，３８０

買 掛 金 １，８０３ １，８４６ ２，０８８

短 期 借 入 金 １００ １００ １００

未 払 法 人 税 等 ２３４ ３０６ ３１２

未 払 事 業 税 等 ６９ - -

設備等支払手形 ３６０ １７７ １４５

そ の 他 １，２９８ １，１２８ １，２３７

流 動 負 債 合 計 ５，１２２ ２０．１ ４，９２７ １８．４ ５，２６４ １９．７

Ⅱ 固  定  負  債

転 換 社 債 ２，３１９ １，２５９ １，２８５

退職給与引当金 ４３７ ４３５ ４６４

役員退職慰労引当金 ５６ １５９ １１２

長 期 預 り 金 ２１６ ２６８ ２４３

固 定 負 債 合 計 ３，０３０ １１．９ ２，１２２ ７．９ ２，１０５ ７．９

８，１５３ ３２．０ ７，０５０ ２６．３ ７，３６９ ２７．６

４，８２１ １８．９ ５，３５１ ２０．０ ５，３３８ ２０．０

４，６４１ １８．２ ５，１７１ １９．３ ５，１５８ １９．３

Ⅲ 利   益   準   備   金 ２６９ １．１ ３０１ １．１ ２８３ １．１

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

任 意 積 立 金 ６，３５９ ７，１９４ ６，３５９
中間（当期）未処分利益 １，２２９ １，７４７ ２，１７３

７，５８９ ２９．８ ８，９４１ ３３．３ ８，５３２ ３２．０

１７，３２２ ６８．０ １９，７６７ ７３．７ １９，３１３ ７２．４

２５，４７５ １００．０ ２６，８１７ １００．０ ２６，６８２ １００．０

当中間会計期間末

（平成１０年９月３０日現在）

金     額

（ 資 本 の 部 ）

負 債 合 計

（平成１１年９月３０日現在）

金     額

前中間会計期間末

（平成１１年３月３１日現在）

金     額

前事業年度末の

要約貸借対照表

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

（ 負 債 の 部 ）

Ⅱ 資   本   準   備   金

Ⅰ 資          本        金

その他の剰余金合計

６



(単位：百万円未満切捨て）

                    期      別 自 自 自

至 至 至

         科     目 百分比 百分比 百分比

     ％      ％      ％

Ⅰ 売 上 高 １４，９３０ １００．０ １４，１８０ １００．０ ２８，８１９ １００．０

Ⅱ 売 上 原 価 １１，３１４ ７５．８ １０，９３４ ７７．１ ２２，１２９ ７６．８

売 上 総 利 益 ３，６１５ ２４．２ ３，２４５ ２２．９ ６，６８９ ２３．２

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２，７８１ １８．６ ２，５７３ １８．２ ５，２４６ １８．２

営 業 利 益 ８３３ ５．６ ６７２ ４．７ １，４４３ ５．０

Ⅳ 営 業 外 収 益 ４９８ ３．３ ２５４ １．８ １，４０１ ４．９

Ⅴ 営 業 外 費 用 ２８７ １．９ ２６１ １．８ ５１１ １．８

経 常 利 益 １，０４４ ７．０ ６６５ ４．７ ２，３３３ ８．１

Ⅵ 特 別 利 益 ３ ０．０ １０ ０．１ ５６５ ２．０

Ⅶ 特 別 損 失 ４６６ ３．１ ５４ ０．４ ８００ ２．８

税引前中間（当期）純利益 ５８１ ３．９ ６２１ ４．４ ２，０９８ ７．３

法 人 税 及 び 住 民 税 ２７９ １．９ － － － －

法人税、住民税及び事業税 － ３１８ ２．２ ６９９ ２．４

法 人 税 等 調 整 額 － ６０ ０．４ － －

中間（当期）純利益 ３０２ ２．０ ３６３ ２．６ １，３９９ ４．９

前 期 繰 越 利 益 ９２７ １，０８９ ９２７

過年度税効果調整額 － ２３３ －

税効果会計適用に伴う海外投
資 等 損 失 準 備 金 取 崩 額 － ７ －

税効果会計適用に伴う特別償
却 準 備 金 取 崩 額 － ５２ －

中 間 配 当 額 － － １３９

中間配当に伴う利益準
備 金 積 立 額

－ － １３

中間（当期）未処分利益 １，２２９ １，７４７ ２，１７３

平成10年４月  １日

（３）比較中間損益計算書

前事業年度の損益計算書前中間会計期間 当中間会計期間

平成11年４月  １日 平成10年４月  １日

金     額金     額

平成10年９月３０日

金     額

平成11年９月３０日 平成11年３月３１日

７



中間財務諸表作成の基本となる事項

１． 正規の決算において採用している会計処理の原則及び手続との相違点

（１） 退職給与引当金繰入額は年間繰入見積額の２分の１を計上しております。

（２） 役員退職慰労引当金繰入額は、内規に基づく年間繰入見積額の２分の１を計上しております。

（３） 減価償却費は中間会計期間末現在の固定資産につき年間減価償却費の額を期間により、按分し、

           計上しております。

（４） 法人税及び住民税並びに事業税は、中間会計期間を一事業年度とみなして算定した課税所得に

　　　対する税額を計上しております。事業税も同様の方法によっております。

　　　なお、税額算定に当たっては、当該事業年度の利益処分における租税特別措置法上の特別償却

　　　準備金の積立予定額および取崩し予定額、海外投資等損失準備金の取崩し予定額を考慮して算

　　　出しております。

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法

①商品、製品、仕掛品 総平均法による低価法

②原材料 先入先出法による原価法

③貯蔵品 最終仕入原価法

３． 有価証券の評価基準及び評価方法

①取引所の相場のある有価証券 移動平均法による洗替え低価法

②その他の有価証券 移動平均法による原価法

４． 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法

ただし、平成１０年度の法人税法の改正にともない、平成１０年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）については、 法人税法に定める定額

法を採用しております。

②無形固定資産 法人税法に規定する定額法

５． リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６． 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。なお、仮払消費税および仮受消費税

は相殺のうえ、流動負債のその他に含めて表示しております。

７． 税効果会計 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正

する省令」（平成１０年１２月２１日大蔵省令第１７３号）附則第４項ただし

書により、当中間会計期間から税効果会計を適用しております。

この変更にともない、税効果会計を適用しない場合に比べ、中間純利益

は６０百万円、中間未処分利益は３５４百万円多く計上されております。

８



＜ 貸借対照表  ＞

１．有形固定資産の減価償却累計額 ７，２２９ 百万円 ７，８１４ 百万円 ７，４８５ 百万円

２．受取手形割引高 １，３８１ 百万円 １，２５１ 百万円 １，２４８ 百万円

３．自己株式の数 ２，８４８ 株 ８０５ 株 ９２３ 株

    自己株式の金額 ６ 百万円 １ 百万円 １ 百万円

４．転換社債の転換による資本増加

       発行株式数 １４１，９７０ 株 ２０，２８２ 株 ９２９，５８５ 株

       発 行 価 格 １８６ 百万円 ２６ 百万円 １，２１９ 百万円

       資本組入額 ９３ 百万円 １３ 百万円 ６０９ 百万円

５．未払事業税および未払事業所税について、前中間会計期間末においては「未払事業税等」として

　　表示しておりましたが、当中間会計期間末においては、未払事業税（６９百万円）を「未払法人

　　税等」に含め、未払事業所税（２百万円）を流動負債の「その他」に含めて表示しております。

＜ 損益計算書  ＞

１．特別利益の項目

       貸倒引当金戻入益 － 百万円 １０ 百万円 － 百万円

       固定資産売却益 ３ 百万円 ０ 百万円 ３ 百万円

       投資有価証券売却益 － 百万円 － 百万円 ５６１ 百万円

２．特別損失の項目

       固定資産除却損 １６ 百万円 ８ 百万円 ５０ 百万円

       貸倒引当金繰入額 ２８５ 百万円 － 百万円 － 百万円

       役員退職慰労金 １２４ 百万円 ６ 百万円 １２４ 百万円

       役員退職慰労引当金繰入額 ３９ 百万円 ３８ 百万円 ７９ 百万円

       有価証券売却損 － 百万円 － 百万円 ５４５ 百万円

３．事業税 前中間会計期間において「販売費及び一般管理費」に含めておりました「事業税」

（当中間会計期間５８百万円）は、中間財務諸表等規則の改正により「法人税及び

住民税」（当中間会計期間２６０百万円）に含め、当中間会計期間においては、

「法人税、住民税及び事業税」として表示しております。

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

注      記

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

９



＜ リース取引  ＞

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

有形固定資産その他 ２２２ １３８ ２２２

無形固定資産 ２０９ １５ ２０９

計 ４３２ １５３ ４３２

有形固定資産その他 １６３ １０８ １７８

無形固定資産 ２０６ １５ ２０７

計 ３６９ １２３ ３８６

有形固定資産その他 ５９ ３０ ４４

無形固定資産 ３ － １

計 ６２ ３０ ４５

（注）  取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末

           （期末）残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

一年以内 ３２ １９ ２８

一年超 ３０ １０ １６

計 ６２ ３０ ４５

（注）  未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末)残高が

           有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み法

           により算定しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 ３８ １５ ５５

減価償却費相当額 ３８ １５ ５５

４．減価償却費相当額の算定方法

       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（単位：百万円未満切捨て）

（単位：百万円未満切捨て）

取得価額相当額

減価償却累計額相当額

中 間 期 末 （ 期 末 ）
残    高    相    当    額

前事業年度前中間会計期間 当中間会計期間

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

当中間会計期間前中間会計期間

（単位：百万円未満切捨て）

前事業年度

１０



（１）販売実績

(単位：百万円未満切捨て）

                期    別 自 自 自

至 至 至

      品     目 構成比 構成比 構成比

          ％           ％           ％

人 工 臓 器 ４，９２９ ３３．０ ４，９９９ ３５．２ ９，９１５ ３４．４

体 外 循 環 回 路 ５，６０３ ３７．６ ４，８６３ ３４．３ １０，６４０ ３６．９

医 薬 品 ２，２８３ １５．３ ２，２５０ １５．９ ４，４５５ １５．５

輸 血 ・ 輸 液 用 具 ５４２ ３．６ ６４７ ４．６ １，０８９ ３．８

そ の 他 １，５７１ １０．５ １，４１９ １０．０ ２，７１８ ９．４

合 計 １４，９３０ １００．０ １４，１８０１００．０ ２８，８１９ １００．０

（２）輸出実績

(単位：百万円未満切捨て）

                期    別 自 自 自

至 至 至

      品     目 比率 比率 比率

          ％           ％           ％

人 工 臓 器 １，２３９ ２５．２ ８９６ １７．９ ２，３１４ ２３．３

体 外 循 環 回 路 ３，１２１ ５５．７ ２，３７６ ４８．９ ５，６６０ ５３．２

医 薬 品 ４２８ １８．８ ３４１ １５．２ ８０６ １８．１

輸 血 ・ 輸 液 用 具 ２７ ５．１ ８３ １２．８ ５１ ４．７

そ の 他 １，２３５ ７８．６ １，０６５ ７５．１ ２，０４６ ７５．３

合 計 ６，０５３ ４０．５ ４，７６３ ３３．６ １０，８８０ ３７．８

（注）上記比率は、品目別の販売実績に対する輸出の割合であります。

販売金額 販売金額 販売金額

平成10年９月３０日 平成11年９月３０日 平成11年３月３１日

（４） 販  売  状  況

平成10年４月  １日 平成11年４月  １日 平成10年４月  １日

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

平成10年４月  １日 平成11年４月  １日 平成10年４月  １日

平成10年９月３０日 平成11年９月３０日 平成11年３月３１日

輸出金額 輸出金額 輸出金額

１１



             (単位：百万円未満切捨て）

中間貸借対

照表計上額
時価

中間貸借対

照表計上額
時価

貸借対照表

計 上 額
時価

（１）流動資産に

          属するもの

株 式 １２３ １７８ ５５ １１８ ２１８ １００ １１８ １９６ ７７

（０） （△　０） （０）

債 券 １１ １１ ０ ６ ６ ０ ６ ６ 0

そ の 他 ２００ ２０１ １ １５０ １２４ △　２５ １００ ８６ △　13

小 計 ３３４ ３９０ ５６ ２７４ ３４９ ７４ ２２４ ２８８ ６４

（０） （△　０） （０）

（２）固定資産に

          属するもの

株 式 １１３ １１３ － ２３１ ２４５ １３ １６４ １６３ △　0

債 券 － － － － － － － － －

そ の 他 １００ １０３ ３ － － － － － －

小 計 ２１３ ２１６ ３ ２３１ ２４５ １３ １６４ １６３ △　0

合        計 ５４７ ６０６ ５９ ５０６ ５９４ ８７ ３８９ ４５２ ６３

（０） （△　０） （０）

（注）１．時価の算定方法

    ①上場有価証券‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 東京証券取引所の最終価格であります。

    ②店頭売買有価証券‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 日本証券業協会が公表する売買価格であります。

    ③非上場の証券投資信託の受益証券‥‥‥‥ 基準価格であります。

２．流動資産に属する株式には自己株式を含めて表示しております。なお、（    ）は内書きで自己株式に係るものであります。

３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

    （流動資産）

       債券（割引商工債券） ４４ 百万円 百万円 ４４ 百万円

    （固定資産）

       非上場株式 ２，９６５ 百万円 百万円 ２，８７７ 百万円

         （店頭売買株式を除く）

当社は、先物為替予約を利用することがありますが、開示の対象となる為替予約残高はありません。

（５） 有価証券の時価等

前中間会計期間末

当中間会計期間末

（平成１１年９月３０日現在）

評価損益

前事業年度末

評価損益

前中間会計期間末

（平成１０年９月３０日現在） （平成１1年３月３１日現在）

評価損益

  前事業年度末当中間会計期間末

（６） デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

２，８７７

４４

１２


